








議案第１３号 

　（総　　　則）

第１条　令和７年度札幌市高速電車事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

両

千キロメートル

千人

人

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

　（収益的収入及び支出）

　第１款

　　第１項

　　第２項

施設・車両案内表示等多言語対応事業

エレベーター・エスカレーター更新工事

 収 　　　　　 入

旅客用トイレ改良工事

高 速 電 車 事 業 収 益

5,372,000千円　営 業 外 収 益

南車両基地耐震改修工事

51,876,000千円　

46,504,000千円　

368

33,741

南北線シェルター耐震改修工事

営 業 収 益

　⑶

　⑷

226,573

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

南北線さっぽろ駅改良事業

令和７年度札幌市高速電車事業会計予算

車 両 数

年間走行キロメートル

年 間 輸 送 人 員

１ 日 平 均 輸 送 人 員

主 要 な 建 設 改 良 事 業　⑸

621,000

　⑴

　⑵
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別　表

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 11 年 度 ま で

2,812,000

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

2,539,000

令 和 ８ 年 度 135,000

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 10 年 度 ま で

7,553,000

令 和 ８ 年 度 2,737,000

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 10 年 度 ま で

2,756,000

令 和 ８ 年 度 157,000

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 10 年 度 ま で

1,996,000

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

800,000

令 和 ８ 年 度 3,307,000

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 10 年 度 ま で

231,000

令 和 ８ 年 度 11,611,000

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 10 年 度 ま で

108,000

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

68,000

令 和 ８ 年 度 30,000

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

748,000

令 和 ８ 年 度 1,192,000

交通局関係施設等改良事業 令 和 ８ 年 度 499,000

債 務 負 担 行 為

事　　　　　項 期　　　　　間 限 　度　 額

駅 舎 設 備 関 係 改 良 事 業

変 電 所 ・ 電 気 室 関 係
改 良 事 業

信 号 通 信 関 係 改 良 事 業

車 両 機 器 関 係 改 良 事 業

建 物 ・ 土 木 構 造 物 関 係
改 良 事 業

工 場 機 器 設 備 関 係
改 良 事 業

駅 等 管 理 ・ 運 用 業 務

千円
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　交通事業会計

　１　総　　　括

　　(1) 全職員

    2,325 △ 528   15,745   4,504   5,001 △ 2,396

    18,339   1,825   20,273   9,086   6,160   0

　　(2) 会計年度任用職員以外の職員

    1,932 △ 528   15,745   2,077   3,735 △ 2,684

    15,757   1,825   20,273   9,086   6,160   0

注　（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員に係るもので外数である。

26,850 60

比　　　　　較 762

136,458 63,873 33,010 60

前　　年　　度 51,533 458,602 33,291 116,185 54,787

住 居 手 当 児 童 手 当
管理職員特

手 当 手 当 手 当 手 当 別勤務手当

370,996 78,620

比　　　　　較 5,088

区　　　　　分
特 殊 勤 務 時間外勤務 夜 間 勤 務 休 日 勤 務

452,118 374,731 75,936

前　　年　　度 66,468 64,819 21,204 46,265 450,041

期末手当 勤勉手当 通勤手当

本　　年　　度 71,556 66,751 20,676 62,010手
　
当
　
の
　
内
　
訳
（

千
円
）

区　　　　　分 扶 養 手 当 地域手当 管理職手当 寒冷地手当

本　　年　　度 52,295 474,359 35,116

162,604
　 7

79,323 　 139,295 　 23,309 　比　　　較 0
(△ 2)

　 59,972 　

3,869,705 814,106 4,683,811
567

837,415 4,846,415
574

前　年　度 1
(6)

2,029,984 1,839,721

千円 千円 千円

1 (4) 2,089,956 1,919,044 4,009,000本　年　度
人 人 千円 千円

特別職 一 般 職 給 料 手 当 計 福利費

26,850 60

比　　　　　較 762

区　　　分
職 員 数 給　　　　与　　　　費 法　定

合 計

136,458 63,873 33,010 60

前　　年　　度 51,533 461,239 33,291 116,185 54,787

住 居 手 当 児 童 手 当
管理職員特

手 当 手 当 手 当 手 当 別勤務手当

377,386 81,656

比　　　　　較 5,088

区　　　　　分
特 殊 勤 務 時間外勤務 夜 間 勤 務 休 日 勤 務

461,931 382,387 79,260

前　　年　　度 66,468 65,837 21,204 46,265 457,427

期末手当 勤勉手当 通勤手当

本　　年　　度 71,556 68,162 20,676 62,010
手
　
当
　
の
　
内
　
訳
（

千
円
）

区　　　　　分 扶 養 手 当 地域手当 管理職手当 寒冷地手当

本　　年　　度 52,295 479,578 35,116

　 182,604　 86,184 　 155,000 　 27,604比　　　較 0 　 68,816-

3,927,000 828,811 4,755,811-前　年　度 1 2,066,812 1,860,188

1,946,372 4,082,000 856,415 4,938,415
千円 千円 千円 千円

本　年　度
人 人 千円

1 - 2,135,628

特別職 一 般 職 給 料 手 当 計 福利費

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職 員 数 給　　　　与　　　　費 法　定

合 計
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　　(3) 会計年度任用職員

  393   2,332   1,266   288   2,582   0

3,324 5,219 0

0

比　　　　　較

前　　年　　度 1,018 7,386 6,390 3,036 2,637

通勤手当
時間外勤務 単 身 赴 任

手 当 手 当

　 4,295 　 20,000

手
当
の
内
訳
（

千
円
）

区　　　　　分 地域手当 期末手当 勤勉手当

本　　年　　度 1,411 9,718 7,656

72,000

比　　　較 - 　 8,844 　 6,861 　 15,705

前　年　度 - 36,828 20,467 57,295 14,705

千円

- 45,672 27,328 73,000 19,000 92,000
千円

本　年　度
人 千円 千円 千円

区　　　分 職 員 数
給 与 費 法　定

合 計
給 料 手 当 計 福利費
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　２　給料及び手当の増減額の明細

　　(1) 全職員

区　分 備　　考

千円 千円

　

△

手　当 　 86,057 　

△

　　(2) 会計年度任用職員以外の職員

区　分 備　　考

千円 千円

　

△

手　当 　 79,196 　

△

　　(3) 会計年度任用職員

区　分 備　　考

千円 千円

　

手　当 　 6,861 　

　

 制度改正に伴う増減分 1,829 
　期末・勤勉手当支給率の引上
げに伴う増分

 その他の増減分 5,032 
　会計年度任用職員の増に伴う
増分など

 その他の増減分 4,908 
　会計年度任用職員の増に伴う
増分など

給　料 　 8,844  給与改定に伴う増減分 　 3,936 

増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　明

実 施 時 期 6 年 4 月

 制度改正に伴う増減分 118,537 
　期末・勤勉手当支給率の引上
げ等に伴う増分

 その他の増減分 39,341 　新陳代謝等に係る増減分

 昇給に伴う増加分 23,241 

 その他の増減分 26,577 　新陳代謝等に係る増減分

給　料 　 59,914  給与改定に伴う増減分 　 63,250 

増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　明

前 年 度 平 均 給 与
改 定 率 2.86 ％
実 施 時 期 6 年 4 月

 制度改正に伴う増減分 120,366 
　期末・勤勉手当支給率の引上
げ等に伴う増分

 その他の増減分 34,309 　新陳代謝等に係る増減分

 昇給に伴う増加分 23,241 

 その他の増減分 21,669 　新陳代謝等に係る増減分

給　料 　 68,758  給与改定に伴う増減分 　 67,186 

増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　明
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　３　給料及び手当の状況

　　(1) 職員１人当たり給与

注　暫定再任用短時間勤務職員以外の職員に係るものである。

　　(2) 初　　任　　給

短　　 大　　 卒 199,500    運転手　　190,200

高　　 校　　 卒 185,200    運転手　　184,300

区　　　　　　分 事 務 ・ 技 術 現 業 職 備　　　　考

大　　 学　　 卒

円 円

一般会計と同じ

216,200    運転手　　202,900

円

352,531 322,461 

平　 均　 年　 齢
歳 歳

44 48 

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額
円 円

306,757 292,290 

平 均 給 与 月 額
円

円 円

355,985 328,467 

平　 均　 年　 齢
歳 歳

44 50 

区　　　　　　　分 事 務 ・ 技 術 現　業　職

令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額
円 円

313,330 297,972 

平 均 給 与 月 額
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　　(3) 級別職員数

職 員 数

人

(－)
－ 
(－)
－ 
(－)
－ 
(－)
－ 
(－)
－ 
(0)
71 
(6)
62 
(0)
2 

(0)
17 
(0)
62 
(6)
214 
(－)
－ 
(－)
－ 
(－)
－ 
(－)
－ 
(－)
－ 
(0)
72 
(4)
68 
(0)
3 

(0)
16 
(0)
58 
(4)
217 

９ 級 ７ 級 ６ 級

 局長及び部長の
 職務

４ 級 ２ 級 １ 級

 係長及び主任の
 職務

注　（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員に係るもので外数である。

課 長 の 職 務

５ 級 ３ 級

係 長 の 職 務 主 任 の 職 務 係 員 の 職 務 係 員 の 職 務

級別の標準的な

職　務　内　容

10　　　級 ８ 級

局 長 の 職 務 部 長 の 職 務 課 長 の 職 務

計
(2) (100.0) (100.0)

337 100.0 100.0 

１　　　級
(0) (0.0) (0.0)
64 19.0 26.7 

２　　　級
(0) (0.0) (0.0)
84 24.9 7.4 

34.1 31.3 

３　　　級
(0) (0.0) (0.0)
21 6.2 1.4 

(0.0) (0.0)
33 9.8 33.2 

４　　　級
(2) (100.0) (100.0)

115 

６　　　級
(0) (0.0) (－)

令和６年１月１日

現　　　　　　在

9 2.7 － 

５　　　級
(0)

７　　　級
(0) (0.0) (－)
7 2.1 － 

８　　　級
(0) (0.0) (－)
4 1.2 － 

９　　　級
(0) (0.0) (－)
0 0.0 － 

10　　　級
(0) (0.0) (－)
0 0.0 － 

計
(0) (0.0) (100.0)

336 100.0 100.0 

１　　　級
(0) (0.0) (0.0)
64 19.0 29.0 

２　　　級
(0) (0.0) (0.0)
83 24.7 7.9 

30.4 29.0 

３　　　級
(0) (0.0) (0.0)
28 8.3 0.9 

(0.0) (0.0)
38 11.3 33.2 

４　　　級
(0) (0.0) (100.0)

102 

６　　　級
(0) (0.0) (－)

令和７年１月１日

現　　　　　　在

12 3.6 － 

５　　　級
(0)

７　　　級
(0) (0.0) (－)
5 1.5 － 

８　　　級
(0) (0.0) (－)
4 1.2 － 

９　　　級
(0) (0.0) (－)
0 0.0 － 

10　　　級
人 ％ ％

(0) (0.0) (－)
0 0.0 － 

区　　　　　　　　　　分
事 務 ・ 技 術 現 業 職

職 員 数 構 成 比 構 成 比
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　　(4) 昇給

区　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　分

　　職　　　　 員　　　　 数　　　　 　（Ａ） 574　人 

　　昇 給 に 係 る 職 員 数　　　　　  （Ｂ） 382　人 

２号俸 19　人 

３号俸 29　人 

４号俸 313　人 

６号俸 4　人 

８号俸 17　人 

66.6　％ 

　　職　　　　 員　　　　 数　　　　 　（Ａ） 556　人 

　　昇 給 に 係 る 職 員 数　　　　　  （Ｂ） 373　人 

２号俸 19　人 

３号俸 28　人 

４号俸 305　人 

６号俸 4　人 

８号俸 17　人 

67.1　％ 

注１　暫定再任用短時間勤務職員以外の職員に係るものである。

　　(5) 特殊勤務手当

区　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　分 全　 職 　員

　　給料総額に対する比率 2.5　％ 

　　支給対象職員の比率 60.1　％ 

　　支給対象職員１人当たり平均支給月額 12,862　円 

人        員

本

年

度

号俸数別内訳

　　比　　　　　　　　　　率　　　　　 （Ｂ）／（Ａ）

前

年

度

号俸数別内訳

　　比　　　　　　　　　　率　　　　　 （Ｂ）／（Ａ）

　２　前年度には令和７年１月に実施した昇給の実績を記載している。

(令和７年１月)

(令和７年１月)

(令和７年１月)

  　代表的な特殊勤務手当の名称 　　変則勤務手当
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　　(6) 期末手当・勤勉手当

注　（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員の支給率である。

　　(7) 定年退職及び早期退職に係る退職手当

　　(8) その他の手当

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

地　　　　域　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

区　　　　　　　　　　　 分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

 定年前早期退職
 特例措置
 （２～45％加算）

支  給  率  等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
 定年前早期退職
 特例措置
 （３～45％加算）

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等
（月分） （月分） （月分） （月分）

一般会計の制度
(1.2) (1.2) (2.4)

有

前　　年　　度
(1.175) (1.225) (2.4)

有
2.25 2.35 4.6

有

2.3 2.3 4.6

2.3 2.3 4.6

職 制 上 の 段
階 、 職 務 の
級 等 に よ る
加 算 措 置

備　　　　　考

６月（月分） 12月（月分）
（月分）

本　　年　　度
(1.2) (1.2) (2.4)

区 分

支　給　期　別　支　給　率
支給率計

-38-



-39-



-40-



補助金等

千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円 千円

748,000 0 674,000 74,000 0

7,553,000 0 6,798,000 755,000 0

0

68,000 0 62,000 6,000 0

0

0

506,000 1,271,000960,000

貯 蔵 品

231,000 － － 8～10 231,000 231,000 0 0 0

駅 等 管 理 ・
運 用 業 務

108,000 － － 8～10 108,000 0 98,000

事　　　　項 限度額

左　の　財　源　内　訳
義務発生（見込）額 義 務 発 生 予 定 額

期　間 金　額 期　間 金　額 運輸収益等 企業債 出資金

0 96,000

0 0221,000 0

434,000

221,000 － － 8 221,000

041,00041,000 － － 8～9 41,000

0

00

434,000 00

1,192,000

2,737,000

434,000

11,611,000

1,192,000

2,737,000 － － 8

17,00030,000

６年度末までの支払 ７年度以降の支払

106,000 － － 7～8 106,000

－ 08 11,611,000

－
管 理 運 営 等
業 務

－ 8

288,000 162,000
交 通 局
関 係 施 設 等
改 良 事 業

499,000 － － 8 499,000

車両機器関係
改 良 事 業

－ 8－

工場機器設備
関係改良事業

748,000 － － 8～9

30,000 － － 8

建 物 ・ 土 木
構 造 物 関 係
改 良 事 業

68,000 － － 8～9

7,553,000 － － 8～10

11,611,000 －

0

10,000

1,079,000 113,000

0

0

011,000 2,000

49,000

0

10,000 0
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 　　（参考資料）

（単位　千円） 

項　　　　目 項　　　　目 金　　　額

特 別 損 失 8,000 △ 8,000 

出 資 金 2,668,000 企 業 債 償 還 金 20,573,000 

国 庫 補 助 金 1,160,666 予 備 費 20,000 

他 会 計 補 助 金 1,450,334 

85,596,000 合 計 86,373,000 △ 777,000 

5,548,735  5,548,735 

91,144,735 総 計 86,373,000 4,771,735 

21,857,000 

金　　　額

過 年 度 分 内 部 留 保 資 金

総 計

11,863,000 

合 計

当

年

度

分

収

入

及

び

支

出

計 計 20,632,000 

営 業 外 収 益

8,000,000 

特 別 利 益

計 51,876,000 計 43,884,000 7,992,000 

小 計

予 備 費

40,444,000 

3,392,000 

令和７年度札幌市高速電車事業会計予算総括表

区　　　分
収　　　　　　　　　　入

収

益

的

収

入

及

び

支

出

5,372,000 営 業 外 費 用

小 計

40,000 

43,876,000 51,876,000 

支　　　　　　　　　　出
収入支出差引

経
 
常
 
収
 
支

営 業 収 益 46,504,000 営 業 費 用

※　地方財政法上の資金不足額は、総計4,771,735千円から特別減収対策企業債残高17,930,000千円を差し引いた額
　13,158,265千円である。

△42,489,000 

当年度分損益勘定留保資金等 11,863,000 

資

本

的

収

入

及

び

支

出

企 業 債 16,578,000 建 設 改 良 費 21,896,000 
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 　　（参考資料）

年　　　度 
７  年　度 ６　年　度

 項　　　目

％ 

48.0㎞ 48.0㎞ 0.0㎞ 0.0  

368両 368両 0両 0.0  

33,741千㎞ 33,715千㎞ 26千㎞ 0.1  

226,573千人 217,618千人 8,955千人 4.2  

43,605,000千円 42,354,000千円 1,251,000千円 3.0  

営 業 キ ロ 数

車 両 数

年間走行キロメートル

年 間 輸 送 人 員

乗 車 料 収 入

令和７年度札幌市高速電車事業業務量

比　　　　　　　　　　較

増　　減　　△ 増　減　△　率（予　　定） （予　　算）
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